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自転車施策の取組の状況自転車施策の取組の状況
～ 計画策定について ～

第１回第１回 安全で快適な自転車利用環境創出の促進に関する検討委員会安全で快適な自転車利用環境創出の促進に関する検討委員会



ガイドラインにおける自転車ネットワーク計画の策定方法

○ 自転車通行空間の整備は、断片的な整備ではなく、ネットワークとして機能させることが重要。しかしながら、
全ての道路で自転車通行空間を整備することは現実的ではないため、効果的、効率的に整備することを目的
に、面的な自転車ネットワークを構成する路線の選定方法を提示。

■自転車ネットワーク計画作成手順

■自転車ネットワーク路線の選定
計画検討の開始

１）基本方針、計画目標の設定

既存の道路ネットワークや計画中の道路から、以下
の①～⑥のような路線を適宜組み合わせて選定

■自転車ネットワーク路線の選定

２）自転車ネットワーク路線の選定

自転車ネットワーク計画の作成

①地域内における自転車利用の主要路線としての
役割を担う、公共交通施設、学校、地域の核とな
る商業施設、主な居住地区等を結ぶ路線

②自転車と歩行者の錯綜や自転車関連の事故が

３）整備形態の選定

②自転車と歩行者の錯綜や自転車関連の事故が
多い路線の安全性を向上させるため、自転車通

行空間を確保する路線

③地域の課題やニーズに応じて自転車の利用を促
進する路線

４）個別路線の詳細な構造等の検討

必要に応じて、 進する路線

④自転車の利用増加が見込める、沿道で新たに施
設立地が予定されている路線

⑤既に自転車通行空間が整備されている路線

５）自転車ネットワーク計画の決定

⑤既に自転車通行空間が整備されている路線

⑥その他連続性を確保するために必要な路線
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自転車ネットワーク計画策定自治体数の推移

○ 98モデル地区（H20.1）の指定後に増加し、「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」（H24.11）の発出
後に倍増。
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【出典： 国土交通省調べ（各都市の自転車ネットワーク計画策定状況） 各年度4月１日現在】
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自転車 計 策定 な も 前年度 計 策定 検 が進捗 答

ガイドライン発出による効果

○ 自転車ネットワーク計画の策定には至っていないものの、前年度より計画策定の検討が進捗したと回答した

市区町村の約５割がガイドライン策定を理由として挙げている。

○ 主な理由として、「自転車通行空間の計画・設計手法が示された」、「具体の整備形態（空間的制約の対処

等）が示された」を挙げている。

ガイド イ 発出 より
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■ガイドラインのどの部分が参考となりましたか？
（件）

■ ガイドライン発出により
ネットワーク検討が
進捗しましたか？

自転車通行空間の計画・設計手法（全般）が示された

具体の整備形態が示された（自動車速度・交通量の目安、空間的制約の対処等）

55市区町村
自転車ネットワーク計画策定の必要性が示された

路線の選定方法が示された

27市区町村
（49％）

28市区町村
（51％）

55市区町村

ガイドラインにより進捗

その他の理由により進捗

その他（車道通行の方針記載、ルールに関すること等）

対象市区町村：市街地のある＊市区町村（８４９）のうち計画の検討が進捗したと回答した
５５市区町村総回答数 ：N=７０ （複数回答）

＊：「市街地のある」とは、DID地区（人口集中地区）を有すると定義【出典】 国土交通省調べ（各都市の自転車ネットワーク計画策定状況） 平成26年4月１日現在
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計 策定済 村 結 計 策定が進 な 主な 由 「計 策定

自転車ネットワーク計画策定済み67自治体アンケート：計画策定が困難な理由①

○ 計画策定済み市区町村のアンケート結果からは、計画策定が進まない主な理由として、「計画策定のハー

ドルの高さ」、「整備形態の画一性」、「計画に対する合意形成」が挙げられている。

市内全域を対象として計画策定することへのハードル
（中核エリアや各駅周辺の扱い、多様な目的への対応、
検討対象路線数の拡大）

19市区町村
（31％）

計画策定のハードルの高さ自転車交通量の把握に対するハードル
（膨大な費用、センサス対象外の市町村道等）

18市区町村
（30％）

個別路線の整備形態検討に対するハードル
34市区町村

（56％）

ガイドラインが求める
整備形態の画一性

ガイドラインが求める整備形態と現実（限られた道路空間
等）との乖離に対するハードル

22市区町村
（36％）

計画に対する合意形成個別路線の整備形態に対する地元や関係機関・部署との

整備形態の画 性等）との乖離に対する ドル

27市区町村
（44％）

4

計画に対する合意形成
合意形成に関するハードル

【出典】 国土交通省調べ（自転車ネットワーク計画策定済み市区町村※に対するアンケート調査） 平成26年4月１日現在
※全67市区町村のうち、回答のあった61市区町村による集計

（44％）



【出典】 国土交通省調べ（自転車ネットワ ク計画策定済み市区町村※に対するアンケ ト調査） 平成26年4月１日現在計画策定の複雑さ

計画策定が困難な理由②

【出典】 国土交通省調べ（自転車ネットワーク計画策定済み市区町村※に対するアンケート調査） 平成26年4月１日現在計画策定の複雑さ

【自治体担当者の声】

・市民アンケートにおいて、よく利用する道路と回答された道路や主要施設を結ぶ経路となる路線等から選定したため、結果
的に選定したネットワーク路線数が膨大になってしまった。的に選定したネットワ ク路線数が膨大になってしまった。

・路線毎の現状の自転車交通量データがなく、膨大なデータ取得も困難であるため、自転車交通量が多い路線の選定が困難
であった。

・現実的な整備には沿線の利用状況把握や地元の調整が必要であり、ネットワーク路線全てで整備形態（詳細な構造や交通

ガイドラインが求める整備形態の画一性

運用）に関する検討は困難である。

【自治体担当者の声】

・自転車道に関しては、構造等に関して未確定事項が多いことに加え、地元等の合意形成も困難なことが想定されるが、自動
車の速度により自転車道を選択することが一般的とされたため、自動車交通量が多くかつ速度が速い幹線道路における整
備形態の選定が困難であった。

計画に対する合意形成

備形態の選定が困難であった。

・実際の幅員を考慮すると、ガイドラインに示された３つの整備形態だけでネットワーク計画を策定するのは困難であった。

計画に対する合意形成

【自治体担当者の声】

・整備形態の決定については、路線沿線の住民(特に商店主)の理解が必要である。特に、車道路肩部に自転車道を計画する
場合 沿線住民からの強硬な反対が想定される
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場合、沿線住民からの強硬な反対が想定される。

・ネットワーク路線には、国道・県道・市道が含まれており、整備済・整備中・整備予定の路線が混在した状況であったことか
ら、各管理者の整備計画をどう整合させ、どういう手順で連続性のあるネットワークを広げていくかに苦心した。



自転車ネットワーク計画未策定654自治体アンケート：計画策定が困難な理由

計 を策定 な 村 結 計 策定が進 な 主な 由 「整備す○ 計画を策定していない市区町村のアンケート結果からは、計画策定が進まない主な理由として、「整備する

余地がない（空間的制約）」が最も多い。
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■自転車ネットワーク計画策定が困難な理由（市街地のある市区町村＊）
（件）
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自転車通行空間を整備する余地がないため（幅員、用地）

地形条件により自転車利用に制約があるため（山地、傾斜地）

財源が確保できないため

その他の事業計画を優先しているため

制約（空間・地形）が
ある

178
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35

その他の事業計画を優先しているため

幹線道路の整備が中心のため

防災等の事業を優先しているため

公共交通中心のまちづくりを考えているため

他の事業計画
を優先

89

54

129

自転車利用や自転車に関連する事故が少ないため

積雪寒冷地で自転車利用が出来る期間が短いため

その他

必要性が低い、
感じない

＊：「市街地のある」とは DID地区（人口集中地区）を有すると定義

対象市区町村：市街地のある＊654市区町村（計画検討を考えていない市区町村）
総回答数 ：N=1,412 （複数回答）

【出典】 国土交通省調べ（各都市の自
転車ネットワーク計画策定状況）
平成26年4月１日現在

＊：「市街地のある」とは、DID地区（人口集中地区）を有すると定義

6



まとめ

○自転車ネ トワ ク計画策定自治体へのアンケ ト○自転車ネットワーク計画策定自治体へのアンケート

・計画策定のハードルの高さ
ガイドラインが求める整備形態の画 性・ガイドラインが求める整備形態の画一性
・計画に対する合意形成

○自転車ネットワーク計画未策定自治体へのアンケート

・制約（空間・地形）がある
・他の事業計画を優先
・必要性が低い、感じない

論点１：自転車ネットワーク計画策定を早期に進展させるための方策

・計画を策定すべき条件とは何か
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計画を策定すべき条件とは何か

・計画の策定を促進させるために改良すべきことは何か


